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東京都は高校生向け起業家養成講座を開いている
関東・山梨で起業家を育てる動きが広がっている。2022年度に日本政策金融公庫の起業家コンテストに生徒らが出場した高校・高専の割合は群馬、東京、山梨の1都2県で1割に達した。学校や自治体だけでなく、地元の先輩起業家も後進の育成に取り組む。茨城県では起業家教育を念頭に置く高校が開校した。官民が一体となり新たな活力を引き出す。

データで読む地域再生
日本公庫のコンテストへの出場率が関東・山梨の中で最も高かった群馬県では日本公庫以外のコンテストも活発だ。13年から続く起業家発掘イベント「群馬イノベーションアワード」は眼鏡大手ジンズホールディングス創業者の田中仁氏の主導で始まった。高校生や大学生を表彰する部門もあり、県内の創業の機運を高めるのに一役買っている。

県も高校生の起業家精神の育成を後押しする。22年度には高校の授業の一環として起業家の体験談を聞いたり、自分たちでビジネスプランを作ったりする事業を始めた。初年度は高崎商業高校（高崎市）、大泉高校（大泉町）、尾瀬高校（沼田市）の県立3校からそれぞれ1クラスが参加した。


各校から選ばれ、ビジネスプランを発表する高校生たち（2022年8月、群馬県庁）
各校ではまず、県内出身の起業家らが自らの体験について講演し、高校生たちがチームに分かれてプランを作成した。各校から選ばれた代表チームは県庁内でプランを発表。楽器をレンタルしたり演奏したりできる「ミュージックプレイス」などのプランに約60人が耳を傾けた。23年度は5校が参加する見通しだ。

東京都は高校生を対象に1年以上にわたる長期の起業家養成講座を21年から始めた。22年度の日本公庫のコンテストでグランプリを受賞した都立晴海総合高校（東京・中央）の本嶋向日葵さん（受賞当時3年）は同プログラムの1期生だ。

発展途上国の貧困層の女性らに冷蔵庫と少額の仕入れ資金を貸し出し、小規模な飲料販売店を開いてもらうというプランを披露した。海外で起業した実業家から養成プログラムでアドバイスを受けた経験がその後の事業計画にも生きた。

23年1月から始まった第2期の養成講座は起業に必要な知識の講義や個別指導、交流会などで構成する。講座は7月まで続き、その後も希望すればさらに最大8カ月間ビジネスプランの磨き上げや事業化に向けて個別に支援する。


山梨県では22年度の日本公庫のコンテストに県内全40校のうち4校が出場した。17年度から毎回参加する県立甲府工業高校（甲府市）は1年生全員が課題としてビジネスプランを作成し、コンテストに提出する取り組みを続けている。専攻科の生徒は文部科学省などが主催する「パテントコンテスト」にも参加しており、実際に「特許出願したケースもある」（同校）という。

県なども高校生を対象にした独自のビジネスプランコンテスト「Y-NEXT（ワイ・ネクスト）」を19年度から開催している。22年度は県内8校13チームが参加した。


山梨県のビジネスプランコンテストに参加した高校生は最初にプレゼンテーションの手法などを学ぶ（2022年6月、甲府市）
参加チームは6月からプレゼンテーションの手法を学び、それぞれのビジネスプランを若手起業家の助言を受けながら作る。9月に予選を通過した2チームは本選に出場し、山梨中央銀行の関光良頭取らの審査員の前でプレゼンを披露。農業の人材マッチングを提案した県立甲府昭和高校（昭和町）のチームが最優秀賞となった。

起業家教育を念頭に置いた高校を新設したのは茨城県だ。4月には県立高校として、つくばサイエンス高校（つくば市）とIT未来高校（笠間市）が登場した。つくばサイエンス高校では探求活動に重点を置く「専門科目」を充実させた。

ロボティクス分野を探求するロボット教育では、3Dプリンターを使い、既存のロボットをより進化させるロボットを考案する授業を予定。情報教育でも、あらゆるモノがインターネットにつながるIoT家電をさらに便利にするアイデアを考えるなど起業家に欠かせない「自ら考え、解決する力」を養う。

研究者や技術者を招く「科学国際セミナー」も計画する。生徒が最先端の世界に触れられる機会をつくり、起業家教育にも生かす。

（池田将、本田幸久、松永高幸、伏井正樹）


